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平成３０年度普通会計決算の概要

１．歳入

(1)町税は、個人町民税が0.6%(2,744千円)、法人町民税が15.2%(31,168千円)

の増、固定資産税が3.8%(27,387千円)の減となり、全体では0.3%(4,482千円）

の増となった。

(2)地方交付税は、普通交付税が基準財政需要額の増加等により2.2%(20,420千円)

の増、特別交付税は災害復旧事業費の算入等により22％（24,395千円）の増

となり、全体では4.4%(44,815千円)の増となった。

(3)国庫支出金は、小中学校空調設備新設改修事業に伴う学校施設環境改善交付

金（44,254千円）が皆増となり、全体では8.8%（40,435千円）の増となった。

（4)県支出金では、ため池整備計画概要書補助金の皆減や、災害救助費負担金の

皆増等により、全体では2.5%(7,647千円)の減となった。

（5）繰入金は、財政調整基金繰入金（84,067千円）が皆減、教育施設整備改修基

金繰入金が52.4％（7,500千円）の減となり、全体では29.5%（95,103千円）の

減となった。

（6）地方債は、学校教育施設等整備事業債（118,100千円）が皆増となり、全体

では58.8％（138,326千円）の増となった。

２．歳出

(1)人件費は、総合事務組合退職手当負担金や時間外勤務手当等の減により、全

体では1.0%（6,401千円）の減となった。

(2)扶助費は、介護給付費（生活介護）が8.4％（7,258千円）の増、災害弔慰金

（5,000千円）が皆増となり、全体では2.1％（18,924千円）の増となった。

(3)物件費は、ホームページ更新委託料（7,778千円）や障害者福祉計画策定委託

料（3,029千円）が皆減となり、全体では2.0%(14,519千円)の減となった。

（4）補助費等は、自治総合センターコミュニティ助成事業補助金（2,400千円）

が皆増、学童保育運営補助金が43％（5,522千円）の増となり、全体では2.4％

（18,175千円）の増となった。

（5）積立金は、財政調整基金積立金が23.2％（37,813千円）、開発基金積立金が

60.2%（63,806千円）の減、教育施設整備改修基金積立金（30,000千円）が皆減と

なり、全体で44.0%（131,560千円）の減となった。

（6）普通建設事業費は、道路新設改良工事費が68％（60,855千円）の減、小中学

校空調設備新設改修に係る事業費（162,817千円）が皆増となり、全体では36.6％

（91,289千円）の増となった。



区 分 決 算 額 構 成 比 区 分 決 算 額 構 成 比

町 税 1,529,380 32.3 人 件 費 616,209 14.0

地 方 譲 与 税 27,892 0.6 （ う ち 職 員 給 ） (388,921) （8.8）

利 子 割 交 付 金 2,863 0.1 扶 助 費 906,957 20.6

配 当 割 交 付 金 5,928 0.1 公 債 費 363,507 8.2

株式等譲渡所得割交付金 4,797 0.1

地 方 消 費 税 交 付 金 209,636 4.4

自 動 車 取 得 税 交 付 金 8,144 0.2

地 方 特 例 交 付 金 12,224 0.2

地 方 交 付 税 1,074,534 22.7

小 計 2,875,398 60.7 小 計 1,886,673 42.8

交通安全対策特別交付金 930 物 件 費 726,983 16.5

分 担 金 及 び 負 担 金 75,903 1.6 維 持 補 修 費 36,300 0.8

使 用 料 15,227 0.3 補 助 費 等 768,903 17.4

手 数 料 11,377 0.2

国 庫 支 出 金 500,572 10.6 小 計 1,532,186 34.7

県 支 出 金 303,989 6.4 積 立 金 167,506 3.8

財 産 収 入 4,149 0.1 投資及び出資金・貸付金 54,618 1.2

寄 附 金 18,957 0.4 繰 出 金 374,291 8.5

繰 入 金 227,264 4.8 投 資 的 経 費 395,381 9.0

繰 越 金 263,383 5.6

諸 収 入 68,034 1.4

地 方 債 373,638 7.9 340,757 7.8

補助事業費 205,910 4.7

単独事業費 134,847 3.1

54,624 1.2

合 計 4,738,821 100.0 合 計 4,410,655 100.0

(注）１．普通会計とは、一般会計のほかに育英奨学資金給与特別会計及び町営墓地特別会計を含む。

　　 ２．本表は、国の行う地方財政状況調査表作成要領による。

　　 ※　平成30年度地方財政状況調査において、普通会計内での繰入、繰出について純計操作を行ってい

　　　 る。また、普通会計以外の会計で収入、支出すべき一部の事業費を当該会計決算額へ振り替え、普

　　 　通会計で収入、支出すべき一部の事業費を普通会計の決算額へ振り替えたため、平成30年度普通会

　　　 計決算額は一般会計、育英奨学資金給与特別会計及び町営墓地特別会計の決算額合計と一致しない。

　　　 

普　通　会　計　決　算　状　況

（単位：千円,％）

歳 入 歳 出

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

0.0



区 分 30 年 度 29 年 度 増 減 率

町 税 1,529,380 1,524,898 0.3

地 方 譲 与 税 27,892 27,455 1.6

利 子 割 交 付 金 2,863 3,006 △ 4.8

配 当 割 交 付 金 5,928 7,801 △ 24.0

株式等譲渡所得割交付金 4,797 7,494 △ 36.0

地 方 消 費 税 交 付 金 209,636 205,378 2.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 8,144 7,111 14.5

地 方 特 例 交 付 金 12,224 10,343 18.2

地 方 交 付 税 1,074,534 1,029,719 4.4

(普通交付税) 939,006 918,586 2.2

(特別交付税) 135,528 111,133 22.0

小 計 2,875,398 2,823,205 1.8

交通安全対策特別交付金 930 1,167 △ 20.3

分 担 金 及 び 負 担 金 75,903 77,877 △ 2.5

使 用 料 15,227 16,788 △ 9.3

手 数 料 11,377 6,384 78.2

国 庫 支 出 金 500,572 460,137 8.8

県 支 出 金 303,989 311,636 △ 2.5

財 産 収 入 4,149 7,091 △ 41.5

寄 附 金 18,957 5,851 224.0

繰 入 金 227,264 322,367 △ 29.5

繰 越 金 263,383 391,726 △ 32.8

諸 収 入 68,034 55,951 21.6

地 方 債 373,638 235,312 58.8

合 計 4,738,821 4,715,492 0.5

歳入状況及び前年対比表

（単位：千円,％）



決 算 額
左のうち
一般財源

決 算 額
左のうち
一般財源

決 算 額
左のうち
一般財源

人 件 費 616,209 599,141 622,610 604,299 △ 1.0 △ 0.9

扶 助 費 906,957 265,634 888,033 261,439 2.1 1.6

公 債 費 363,507 363,507 353,547 353,547 2.8 2.8

小 計 1,886,673 1,228,282 1,864,190 1,219,285 1.2 0.7

物 件 費 726,983 629,139 741,502 630,213 △ 2.0 △ 0.2

維 持 補 修 費 36,300 32,752 66,305 50,577 △ 45.3 △ 35.2

補 助 費 等 768,903 564,618 750,728 568,302 2.4 △ 0.6

小 計 1,532,186 1,226,509 1,558,535 1,249,092 △ 1.7 △ 1.8

積 立 金 167,506 164,343 299,066 295,246 △ 44.0 △ 44.3

投資及び出資金・貸付金 54,618 15,291 57,196 14,396 △ 4.5 6.2

繰 出 金 374,291 308,853 382,815 316,820 △ 2.2 △ 2.5

投 資 的 経 費 395,381 104,804 290,307 113,001 36.2 △ 7.3

普 通 建 設 事 業 費 340,757 67,904 249,468 107,166 36.6 △ 36.6

補助事業費 205,910 10,980 85,357 9,034 141.2 21.5

単独事業費 134,847 56,924 164,111 98,132 △ 17.8 △ 42.0

災 害 復 旧 事 業 費 54,624 36,900 40,839 5,835 33.8 532.4

合 計 4,410,655 3,048,082 4,452,109 3,207,840 △ 0.9 △ 5.0

歳出状況及び前年対比表（性質別）

（単位：千円,％）

区 分
30 年 度 29 年 度 増 減 率



決算額 構成比
左のうち
一般財源

決算額 構成比
左のうち
一般財源

決算額 一般財源

議 会 費 71,478 1.6 71,478 71,970 1.6 71,951 △ 0.7 △ 0.7

総 務 費 734,039 16.7 660,230 851,969 19.1 770,080 △ 13.8 △ 14.3

民 生 費 1,401,865 31.8 663,594 1,390,563 31.2 673,801 0.8 △ 1.5

衛 生 費 401,215 9.1 350,902 381,747 8.6 348,772 5.1 0.6

労 働 費

農 林 水 産 業 費 104,336 2.4 83,897 136,044 3.1 87,718 △ 23.3 △ 4.4

商 工 費 10,044 0.2 9,664 10,621 0.2 10,070 △ 5.4 △ 4.0

土 木 費 473,503 10.8 195,266 541,569 12.2 235,431 △ 12.6 △ 17.1

消 防 費 222,136 5.0 219,433 215,912 4.9 215,020 2.9 2.1

教 育 費 573,908 13.0 393,211 457,328 10.3 435,615 25.5 △ 9.7

災 害 復 旧 費 54,624 1.2 36,900 40,839 0.9 5,835 33.8 532.4

公 債 費 363,507 8.2 363,507 353,547 7.9 353,547 2.8 2.8

合 計 4,410,655 100.0 3,048,082 4,452,109 100.0 3,207,840 △ 0.9 △ 5.0

歳出状況及び前年対比表（目的別）

（単位：千円,％）

30 年 度 29 年 度 増 減 率
区 分



主要施策の概要

2 総務費 1 総務管理費 町報制作事業 4,600,507

2 総務費 1 総務管理費
行政情報番組「テレビ広報さとしょう」「ラ
ジオ広報」「子育て情報番組」制作事業

1,542,240

2 総務費 1 総務管理費 定住促進事業 202,237

2 総務費 1 総務管理費 結婚推進事業 627,753

2

5

総務費

農林水産
業費

1

1

総務管理費

農業費
地域ブランド確立事業 4,079,391

2 総務費 1 総務管理費 町営有料駐車場管理運営事業 7,026,095

2 総務費 1 総務管理費 交通安全施設設置修繕事業 3,283,200

2 総務費 3
戸籍住民基
本台帳費

個人番号関連事業 3,205,217

2 総務費 3
戸籍住民基
本台帳費

戸籍電算システム事業 6,276,132

3 民生費 1 社会福祉費 自立支援医療費助成事業 11,377,474

3 民生費 1 社会福祉費 心身障害者医療費助成事業 10,051,013

3 民生費 1 社会福祉費 自立支援給付事業 227,398,317

3 民生費 1 社会福祉費 障害者地域生活支援事業 10,412,624

3 民生費 1 社会福祉費 高齢者対策事業(高齢者地域福祉推進事業） 6,265,003

番号 款 番号 項 事業名 決算額



（単位：円）

国県支出金 町債 その他 一般財源

・No634～645 35,000 787,500 3,778,007

・行政広報番組『広報さとしょう』制作３本分
・ラジオ行政広報番組制作（月２本×12カ月）
・子育て情報番組制作８本分

1,542,240

・定住フェアへの参加
　７/21来て！見て！晴れの国おかやま移住・定住フェア
　１/19おかやま井笠圏域&倉敷市移住相談会
　１/20JOIN移住・交流&地域おこしフェア

55,000 147,237

・結婚相談支援センターの運営（社会福祉協議会委託）
・井笠管内の自治体と共同でカップリングパーティー
  ２回開催

627,753

・新商品開発、販路開拓支援事業
・リーフレットの作成　・スタンプラリー実施
・効能分析事業
・学生との交流による収穫支援事業
・生産者支援事業
・圃場環境整備事業（水路、進入路等の整備）

1,718,895 2,360,496

・シルバー人材センターへ委託
　午前６時～９時：駅裏西・駅裏東１　各２名配置、
　名札差し替え、年２回草刈り
・駅前管制装置保守委託料
・駐車場管制システムリース料
・防犯カメラリース料

6,805,295 220,800

・ガードレール　　　　          L=22.0m
・カーブミラー　　　　　　　　　N=16基
・標識、ポストコーン等　　　　　N=28基
・外側線等　　　　　　　　　　　L=284.5m

3,283,200

・通知カード再交付枚数　　　　 　36枚
・マイナンバーカード交付枚数　　201枚
 （参考） マイナンバーカード通算交付枚数　1,321枚
          普及率　11.79％

1,393,000 1,812,217

・戸籍システム賃貸借料
・戸籍システム保守業務委託料

6,276,132

・更生医療公費負担金(人工透析　等）35人
・育成医療公費負担金　　　１人
・療養介護医療公費負担金　２人

8,533,104 2,844,370

・心身障害者医療費 107名
・心身障害者医療費審査支払手数料
・償還給付額算定及び資格過誤参考リスト作成料
・高額医療費算定システム運用委託料

4,705,861 5,345,152

・介護給付費
・訓練等給付費
・特定障害者特別給付費
・障害者計画相談支援費
・補装具公費負担金

169,545,701 57,852,616

・コミュニケーション支援事業報償費
・手話通訳者等派遣事務委託手数料
・障害者地域生活支援事業委託料
・手話通訳奉仕員等養成事業委託料
・障害者自動車改造等助成事業補助金
・障害者等日常生活用具給付費

3,984,000 6,428,624

・敬老事業（各分館で開催）
・老人クラブへの支援
・里庄ふれあい大会

1,156,000 5,109,003

事業内容・実績
財源内訳



番号 款 番号 項 事業名 決算額

3 民生費 1 社会福祉費 高齢者住宅改造助成事業 1,641,000

3 民生費 1 社会福祉費 高齢者タクシー料金助成事業 2,518,000

3 民生費 1 社会福祉費 新予防給付ケアマネジメント事業 3,561,000

3 民生費 1 社会福祉費 防犯灯整備事業 918,432

3 民生費 2 児童福祉費 東西学童保育（放課後児童クラブ）事業 18,351,060

3 民生費 2 児童福祉費 幼稚園預かり保育事業 3,344,000

3 民生費 2 児童福祉費 保育園施設給付費事業 377,907,400

3 民生費 2 児童福祉費 小児医療費助成事業 59,101,016

3 民生費 2 児童福祉費 児童発達支援事業 35,660,930

3 民生費 2 児童福祉費 児童手当事業 190,810,000

3 民生費 2 児童福祉費 ひとり親家庭等医療費助成事業 1,465,246

4 衛生費 1 保健衛生費 健康増進事業 30,419,569

4 衛生費 1 保健衛生費 予防接種事業 30,070,935



（単位：円）

国県支出金 町債 その他 一般財源
事業内容・実績

財源内訳

・高齢者住宅改造助成事業　６件 654,000 987,000

・高齢者タクシー料金助成券の交付　142件 2,455,000 63,000

・介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント計画
（要支援1，2の人のプランニング）
　実人員116人　延べ人員1,082人
　（うち委託　実人員　19人　延べ人員　156人）

3,561,000

・新規５基　　　　　　　　　・修繕９基
・ＬＥＤ灯に取替　５基

918,432

・昼間保護者が家庭にいない小学生を対象に、放課後や長期
　休業中に適切な遊びや生活の場を与える放課後児童健全育
　成活動を実施
　　東小学校学童保育　２教室　52人
　　西小学校学童保育　３教室 125人

11,766,000 6,585,060

・昼間保護者が家庭にいない幼稚園児に、降園後や長期休業
　中に遊びを主とする預かり保育を実施し、子育てを支援
　　東幼稚園預かり保育　24人
　　西幼稚園預かり保育　16人

3,344,000

　利用実人数
　里見保育園124人　かすみ保育園233人

178,584,255 78,229,500 121,093,645

・小児医療費（中学校３年生まで）(手数料等含む）
　０歳  80人　１歳　94人　２歳 108人　３歳  89人
　４歳 116人　５歳 100人　６歳 130人　７歳  97人
　８歳 106人　９歳 118人　10歳  97人　11歳 109人
　12歳 113人  13歳 105人  14歳 102人  15歳 107人

8,716,000 50,385,016

・障害児相談支援費　51人
・児童発達支援費　　22人
・放課後等デイサービス費　36人

25,791,000 9,869,930

・支給延人数
　０歳～３歳未満　　　 　2,962人
　３歳～小学校修了前  　10,914人
　中学校修了前　　    　 3,328人

161,773,330 29,036,670

・ひとり親家庭等医療費 43世帯
・ひとり親家庭等医療費審査支払手数料
・償還給付額算定及び資格過誤参考リスト作成料

732,000 733,246

・後期高齢者健診　 426人
・肝炎ウイルス検診  56人 ・肺がん検診　　　1,761人
・子宮がん検診　　 745人 ・乳がん超音波検診　148人
・大腸がん検診 　1,168人 ・前立腺がん検診　　420人
・歯周疾患検診　　　69人 ・ＨＰＶ検診　　　　 43人
・胃がんＡＢＣ検診（ピロリ菌検査）　314人
・胃がんレントゲン検診　　　　　　　264人
・乳がんマンモグラフィ検診　　　　　704人
・３０歳代健康診査　　　　　　　　 　85人
・健康増進事業の健康診査(生保）　　   3人
・腹部超音波検診　 1,269人
・骨粗しょう症検診 　873人
・健康相談　117回　5,319人
・健康教育　 58回　3,726人

1,683,000 7,857,216 20,879,353

・予防接種（個別接種）
　四種混合　　　  　352人　　二種混合　　　   85人
  不活化ポリオ　  　  1人    日本脳炎　  　  443人
　麻しん風しん　  　229人　  ＢＣＧ　  　     85人
　インフルエンザ　1,712人    ヒブ　　　　　　353人
　水痘　　　　　　　204人    小児用肺炎球菌　353人
　Ｂ型肝炎　　　 　 240人    成人用肺炎球菌　289人

30,070,935



番号 款 番号 項 事業名 決算額

4 衛生費 1 保健衛生費 母子保健事業 13,720,462

4 衛生費 1 保健衛生費 地球温暖化対策計画策定事業 9,939,855

4 衛生費 2 清掃費 ごみ減量等ポスターコンクール事業 141,773

4 衛生費 2 清掃費 指定ごみ袋購入事業 7,215,361

4 衛生費 2 清掃費 資源回収推進補助事業 1,160,670

4 衛生費 2 清掃費 ごみステーション設置補助金 547,615

4 衛生費 2 清掃費 災害廃棄物処理事業 1,421,280

4 衛生費 2 清掃費 産業廃棄物不法投棄対策事業 202,888

4 衛生費 2 清掃費 合併処理浄化槽設置助成事業 9,370,000

5
農林水産

業費
1 農業費 土地改良施設維持管理適正化事業 3,315,600

5
農林水産

業費
1 農業費 水路等改修事業 20,483,841

5
農林水産

業費
2 林業費 松くい虫予防薬剤空中散布事業 3,151,653

5
農林水産

業費
2 林業費 松くい虫伐倒駆除事業 1,033,200

7 土木費 1 土木管理費 地籍調査事業 68,044,707

7 土木費 2 道路橋梁費 道路維持修繕事業 21,979,199



（単位：円）

国県支出金 町債 その他 一般財源
事業内容・実績

財源内訳

・妊婦一般健康診査委託料　延731人
・妊婦一般健康診査負担金　延  6人
・乳幼児健診、乳児から小学校、中学校までのカリオス
　タット検査及び歯科指導、親子教室や要観察児教室の
　開催
・健康教育　20回　　延 1,096人
・健康診査　44回　　延　 620人
・健康相談　20回　　延　  87人
・カリオスタット検査　1,610人　・訪問指導　233人
・不妊治療助成　 ４件  　 ・未熟児養育医療　１件

22,368 13,698,094

・町所有施設のエネルギー使用実態調査、温室効果ガス排
  出量算定システムの導入、里庄町地球温暖化対策実行計
  画の作成等の温室効果ガスの抑制や削減に向けた取り組
  みを補助金を活用して実施

9,939,000 855

・町内小学３、４年生を対象に、ごみ減量化、リサイクル
  に関するポスターコンクールを実施
・優秀作品をごみ収集車にラッピング

141,773

・指定ごみ袋購入
　可燃大　286,500枚　可燃中　79,500枚
　可燃小　 44,500枚　不燃中　29,500枚
　不燃小　  6,000枚

7,167,750 47,611

・里庄西幼稚園PTA  96,540円　・八ツ的分館 48,780円
・里庄西小学校PTA 384,480円　・手ノ際分館 55,350円
・里庄東小学校PTA 332,760円　・里庄ハイツ  3,192円
・里庄中学校PTA 　239,568円
　　単価 :@６円／㎏＋資源回収実施回数再資源化業者
          への引渡回数(１回につき3,000円)

400,000 760,670

・新設　浜中北、高岡
・修繕　西ノ平、グリーンクレスト東、本村

547,615

・平成30年７月豪雨災害に係る被災建築物等及び被災民有
  地内災害廃棄物等で、倒壊または二次災害を引き起こす
  おそれがあるなど、生活環境の保全上支障のあるものに
  ついて、町に代わって自らの費用負担によって撤去等を
  実施した者に対する所要経費を償還

710,000 711,280

・自転車や家具等の粗大ごみについて、ごみステーション
  への搬出ができなくなったことに伴い、不法投棄対策と
  して、啓発看板を作成し各分館へ配布

101,000 101,888

・５人槽 17基
・７人槽 ９基

5,898,000 3,472,000

・里見排水機場遊水池浚渫工事 2,700,000 615,600

・奥ノ谷下池改修工事外33件 20,483,841

・予防薬剤空中散布　（虚空蔵山系）75ha 1,575,710 1,575,943

・松くい虫被害松伐倒　（里見地内）68㎥ 514,000 519,200

・現地調査
　土井・林・古井地区の一部　調査面積 0.22㎢
　大原地区塚鉾池周辺　　　　調査面積 0.05㎢
　岩村の一部　　　　　　　　調査面積 0.25㎢
・平成29年度調査地区の地籍簿・地籍図作成、数値情報化
・令和元年度調査区域の所有者、相続権利者の事前調査

13,284,000 54,760,707

・生活道路及び通学路等の草刈、伐採、清掃管理
・道路維持補修　27件

21,979,199



番号 款 番号 項 事業名 決算額

7 土木費 2 道路橋梁費 狭あい道路整備等促進事業 42,296,000

7 土木費 2 道路橋梁費 道路新設改良事業 20,598,657

7 土木費 2 道路橋梁費 道路橋梁施設点検補修事業 21,563,273

7 土木費 3 河川費 河川浚渫等事業 1,998,972

7 土木費 6 住宅費 町営住宅解体事業 980,640

8 消防費 1 消防費 自主防災組織活動補助金 1,833,000

9 教育費 1 教育総務費 英語指導外国人配置事業 15,616,800

9 教育費 2 小学校費 学校生活支援員配置事業 15,680,000

9 教育費
2
3

小学校費
中学校費

学校教育環境整備事業（小中連携支援員） 1,820,000

9 教育費 2 小学校費 公立学校施設空調整備事業 101,923,365

9 教育費 3 中学校費 学校生活支援員配置事業 3,305,000

9 教育費 3 中学校費 公立学校施設空調整備事業 60,894,000

9 教育費 4 幼稚園費 幼稚園生活支援員配置事業 3,927,500

9 教育費 5 社会教育費 西公民館ＩＴ講習事業 951,328

9 教育費 5 社会教育費 文化ホール自主事業 9,048,580



（単位：円）

国県支出金 町債 その他 一般財源
事業内容・実績

財源内訳

・町道新庄１号線(才申)・町道新庄159号線(狭田)
・町道里見351-1号線(高岡)・町道里見238号線(手ノ際)
・町道里見１号線(大原西)・町道新庄232号線(干瓜)外8路線

21,148,000 19,000,000 2,148,000

・道路改良工事：新庄287号線（川南）外１路線
・測量設計等委託　２件　　・登記委託　８件
・用地　９筆　　 　　　　 ・補償　４件

20,598,657

・橋梁補修工事(大仁子跨道橋)　１橋
・橋梁点検等業務(2010号橋)　　１橋
・2007号橋詳細設計　　　　　  １橋
・橋梁長寿命化修繕計画策定　　１式

11,629,000 5,200,000 4,734,273

・河川浚渫、維持補修工事等 1,998,972

・焼山町営住宅解体工事 980,640

・自主防災組織設立に伴う資機材整備に係る補助
　対象：高岡分館自主防災会、東平井分館自主防災会
　　　　大原東分館自主防災会
・自主防災組織の活動に係る補助
　対象：浜中団地東自主防災会、川南分館自主防災会
　　　　西平井分館自主防災会、大原西まもる会
　　　　グリーンクレスト南分館自主防災会
　　　　東平井分館自主防災会、手ノ際分館自主防災会

71,000 400,000 1,362,000

・小学校及び中学校における英語教育並びに国際理解教育の
　充実を図るため、各校に１名の外国人英語指導助手を配置

15,616,800

・小学校に学校生活支援員を配置し、児童の学習活動や体験
　活動、生活介助等を支援
　　東小学校　７人　　　西小学校　８人

15,680,000

・小学校に小中連携支援員を各１人配置し、中学校へのスム
　ースな移行を図るとともに、中１ギャップの解消を図る
　　東小学校　１人　西小学校　１人

1,820,000

・町内小学校の学習環境を整えることを目的に、小学校の普
　通教室、特別教室及びその他の諸室等への空調機器を新設
　及び更新する工事を実施
  東小　新設17台　　更新18台　　49,284,000円　(35台)
  西小　新設17台　　更新19台　　52,639,365円　(36台)

26,934,000 74,600,000 389,365

・特別支援教室に学校生活支援員３人を配置し、生徒の学習
　活動や体験活動、生活介助等を支援

3,305,000

・町内中学校の学習環境を整えることを目的に、中学校の普
　通教室、特別教室及びその他の諸室等への空調機器を新設
　及び更新する工事を実施
　　里中　新設25台　　更新29台　（54台）

17,320,000 43,500,000 74,000

・幼稚園に生活支援員を配置し、園児の学習や体験活動を支援
　　東幼稚園　２人　西幼稚園　３人

3,927,500

・パソコンに親しみたいと考えている町民や町内企業に勤務
　する方を対象に、「里庄町楽しいパソコン講座」を開設し
　スマホ・タブレットに関する相談を実施
　　一般　92人　親子　82人

69,100 882,228

・潤いとやすらぎのある生活を実現するため、優れた芸術や
　芸能にふれあう機会を提供
 「森山良子コンサート」（6/23）
  里庄町夏休み子ども劇場「アルプスの少女ハイジ」(8/21)

3,377,257 5,671,323



番号 款 番号 項 事業名 決算額

9 教育費 5 社会教育費
さとしょう未来塾事業
（おかやま子ども応援事業）

2,596,264

10
災害

復旧費
1

農林水産
施設災害
復旧費

農林水産施設災害復旧事業 17,438,576

10
災害

復旧費
2

公共土木
施設災害
復旧費

公共土木施設災害復旧事業 41,355,615



（単位：円）

国県支出金 町債 その他 一般財源
事業内容・実績

財源内訳

・子どもたちの土曜日の居場所づくり及び様々な体験活動を
　通じて、地域人材の活用を図るとともに、子どもたちの
　「生きる力」の向上に努める。
①「里ちゃん寺子屋」５月から毎月１回開催
   １回あたり平均参加者13人
②「里ちゃんチャレンジ・ワールド」暁天座禅、ハロウィン
　　・パ-ティー、グラウンドゴルフ教室、科学教室、囲碁教
　　室、地元企業協力事業（ブックスタンド作り、焼き菓子
　　作り）他

276,000 84,300 2,235,964

・林道虚空蔵清水支線　外20件 3,580,000 100,000 1,792,000 11,966,576

・町道新庄206号線(堂迫地区)　外33件 4,831,000 8,600,000 4,990,000 22,934,615





















平 成 3 0 年 度

歳 入 歳 出 決 算 事 項 別 明 細 書



















































































































































































































































































区 分 金 額

  4,739,564,930
円

歳 入 総 額１．

歳 出 総 額２．

歳 入 歳 出 差 引 額３．

４．翌年度へ繰越す
べき財源

実 質 収 支 額５．

実質収支額のうち地方自治法第２３３条の２６．の規定による基金繰入額

  4,412,800,607

    326,764,323

(1) 継続費逓次繰越額

(3) 事故繰越し繰越額

(2) 繰越明許費繰越額

計

     65,130,000

     65,130,000

    261,634,323

実質収支に関する調書



1



１．公　有　財　産

　(1)土地及び建物

財　産　に　関　す　る　調　書

区　　　　　分

土　　　　　　　　　地

建　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物

木　造　(延　面　積）

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

本　　　庁　　　舎 17,956 △ 1,017 16,939

その他の
行政機関

消 防 施 設

その他の施設

公共施設

学 校 44,613 44,613 170 170

公 営 住 宅 6,882 6,882 409 △ 44 365

公 園 91,628 △ 25 91,603 404 404

その他の施設 310,378 △ 590 309,788 1,116 1,116

山　林　そ　の　他 167,947 4,890 172,837

合　　　　　計 639,404 3,258 642,662 2,099 △ 44 2,055



（単位：㎡）

建　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物

非　木　造　(延　面　積） 延　面　積　計

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

4,545 4,545 4,545 4,545

16,964 16,964 17,134 17,134

596 596 1,005 △ 44 961

4 4 408 408

13,028 13,028 14,144 14,144

37,19235,137 35,137 37,236 △ 44



　(2)出資による権利

（単位：千円）

629 629

240

247 247

430430

600

269

213 213

269

40 40

10,000

737 737

10,000

452

203,000 203,000

452

科学振興仁科財団出資金出捐金

（公社）岡山県防犯協会出捐金

（公財）岡山県農林漁業担い手育成財団出捐金

里庄町土地開発公社出資金

（公財）岡山県健康づくり財団出捐金

1,720

（公財）岡山県郷土文化財団出捐金

（一社）岡山県畜産協会出捐金

岡山県農業信用基金協会出捐金

600地方公営企業等金融機構出資金

1,720岡山県信用保証協会出捐金

区 分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

240

388,620

計 553,179 54,618 607,797

里庄町公共下水道事業出資金

笠岡放送出資金

（公財）岡山県動物愛護財団出捐金

（公財）岡山県林業振興基金出捐金

（公財）岡山県暴力追放運動推進センター出捐金

334,002 54,618

600

600



２．物　　　品

1 1

普 通

区 分 前年度末現在高 決算年度中増減高

ト ラ ッ ク

3乗 用 車

ト ラ ッ ク

箱 形 バ ン 10

6

電 気 自 動 車

乗 用 車

10

決算年度末現在高

3

軽 四

1

計

消 防

自 動 車

積 載 車

指 令 車

ポ ン プ

マ イ ク ロ バ ス

1

1

1

14

14

53 53

14

14

6

1

1

（単位：台）

1 1

1 1



３．基　　　金

（単位：千円）

区　　　　　　　　分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

財 政 調 整 基 金 686,170 125,343 811,513

い き い き 里 庄 基 金 100,000 100,000

地 域 振 興 基 金 58,469 59 58,528

開 発 基 金 426,624 △ 149,360 277,264

減 債 基 金 131,970 △ 20,000 111,970

ふ る さ と 保 全 基 金 66,000 66,000

文 化 振 興 基 金 431,035 △ 9,000 422,035

ス ポ ー ツ 振 興 基 金 101,000 101,000

教 育 施 設 整 備 改 修 基 金 120,485 △ 6,800 113,685

土 地 開 発 基 金 103,020 103,020

環 境 整 美 基 金 50,393 50,393

古 山 基 金 10,084 10,084

計 2,285,250 △ 59,758 2,225,492





平 成 ３０ 年 度

里庄町国民健康保険特別会計決算書

歳  入    １，２１０，５８９，６８４ 円

歳  出    １，１７７，４７２，４００ 円

残  高          ３３，１１７，２８４ 円



平成３０年度国民健康保険特別会計決算の概要

国民健康保険特別会計の歳入総額は１２億１，０５８万９，６８４円、歳出総額

は１１億７，７４７万２，４００円で、歳入歳出差引残高は３，３１１万７，２８

４円となっている。

平成３０年度の被保険者の状況は、世帯数１，４０１世帯、被保険者総数（年度

平均）２，２１６人となっている。

平成３０年度の保険給付費の総額は７億５，３１８万５，６７３円（５．０３％

減）で、被保険者１人当たりの総医療費は、４０万４，０５８円となっている。

また、国民健康保険事業費納付金は、２億３，５１７万５，１６６円（医療給付

費分１億６，００１万５６５円、後期高齢者支援金等分５，９２７万４，７５３円、

介護納付金分１，５８８万９，８４８円）となっている。

国民健康保険税の収入総額は１億９，２８７万８５４円、被保険者１人当たりの

調定額（医療給付費分現年課税分）は６万１，４５５円となっている。

なお、平成３０年度末財政調整基金積立金残高は２億９，０５７万１，７７３円

となっている。













平 成 3 0 年 度

歳 入 歳 出 決 算 事 項 別 明 細 書











































区 分 金 額

  1,210,589,684
円

歳 入 総 額１．

歳 出 総 額２．

歳 入 歳 出 差 引 額３．

４．翌年度へ繰越す
べき財源

実 質 収 支 額５．

実質収支額のうち地方自治法第２３３条の２６．の規定による基金繰入額

  1,177,472,400

     33,117,284

(1) 継続費逓次繰越額

(3) 事故繰越し繰越額

(2) 繰越明許費繰越額

計

     33,117,284

実質収支に関する調書



財 産 に 関 す る 調 書

基 金 （単位：千円）

区 分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

財 政 調 整 基 金 148,270 142,301 290,571

計 148,270 142,301 290,571



平 成 ３０ 年 度

里庄町介護老人保健施設特別会計決算書

残  高        ５，４５５，３３１ 円

歳  出      ３９，２９６，３５０ 円

歳  入      ４４，７５１，６８１ 円



平成３０年度介護老人保健施設特別会計決算の概要

里庄町介護老人保健施設特別会計の歳入総額は４，４７５万１，６８１円、歳出

総額は３，９２９万６，３５０円で収支の差引残高は、５４５万５，３３１円とな

っている。

歳入では、雑入として３，９６１万９，５００円を歳入している。その内訳は、

指定管理者からの平成３０年度指定管理基準納入額が１，０００万円、平成２９年

度指定管理追加納入額が２，９６１万９，５００円となっている。また、財産収入

として、介護老人保健施設事業財政調整基金利子収入１７２万７，４５２円を歳入

している。

歳出では、介護老人保健施設事業財政調整基金積立金が３，２３７万４５２円、

工事請負費１２９万６，７１８円及び備品購入費５４０万２，１６０円が主なもの

となっている。

利用者の状況は、入所者数延３０，５４９人、短期入所者数延１，８０２人（介

護予防短期入所者数延１２人含む）、通所者数延４，２７１人（介護予防通所者数

延７０３人含む）で１日平均では、それぞれ８３．７人、４．９人、１７．５人と

なっている。

平成３０年度末の財政調整基金積立金の残高は６億５，８０４万６，５８０円と

なっている。













平 成 3 0 年 度

歳 入 歳 出 決 算 事 項 別 明 細 書











区 分 金 額

     44,751,681
円

歳 入 総 額１．

歳 出 総 額２．

歳 入 歳 出 差 引 額３．

４．翌年度へ繰越す
べき財源

実 質 収 支 額５．

実質収支額のうち地方自治法第２３３条の２６．の規定による基金繰入額

     39,296,350

      5,455,331

(1) 継続費逓次繰越額

(3) 事故繰越し繰越額

(2) 繰越明許費繰越額

計

      4,071,000

      4,071,000

      1,384,331

実質収支に関する調書



1



１．公　有　財　産

　(1)土地及び建物

合　　　　　計 4,008 4,008

山　林　そ　の　他

その他の施設

公 園

公 営 住 宅

公共施設

学 校

その他の施設

その他の
行政機関

消 防 施 設

本　　　庁　　　舎 4,008 4,008

決算年度末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

財　産　に　関　す　る　調　書

区　　　　　分

土　　　　　　　　　地

建　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物

木　造　(延　面　積）

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高



3,9003,900 3,900 3,900

3,9003,900 3,900 3,900

決算年度末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

（単位：㎡）

建　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物

非　木　造　(延　面　積） 延　面　積　計



２．物　　　品

３．基　　　金

（単位：台）

区 分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

普 通

1 1

箱 形 乗 用 車 2

乗 用 車 1 1

5 5

前年度末現在高 決算年度中増減高

乗 用 車 1 1

箱 形 バ ン

区 分

625,676 32,371 658,047

2

軽               四

625,676

計

計

決算年度末現在高

32,371 658,047

財 政 調 整 基 金

（単位：千円）



平 成 ３０ 年 度

里庄町育英奨学資金給与特別会計決算書

歳  入      ２４９，３９５ 円

歳  出                  ０ 円

残  高      ２４９，３９５ 円













平 成 3 0 年 度

歳 入 歳 出 決 算 事 項 別 明 細 書











区 分 金 額

        249,395
円

歳 入 総 額１．

歳 出 総 額２．

歳 入 歳 出 差 引 額３．

４．翌年度へ繰越す
べき財源

実 質 収 支 額５．

実質収支額のうち地方自治法第２３３条の２６．の規定による基金繰入額

              0

        249,395

(1) 継続費逓次繰越額

(3) 事故繰越し繰越額

(2) 繰越明許費繰越額

計

        249,395

実質収支に関する調書



1



平 成 ３０ 年 度

里庄町介護保険特別会計決算書

歳  入    １，０２３，２００，３３３ 円

歳  出    １，００９，７９３，２１０ 円

残  高          １３，４０７，１２３ 円



平成３０年度介護保険特別会計決算の概要

介護保険特別会計の歳入総額は１０億２，３２０万３３３円、歳出総額は１０億

９７９万３，２１０円で収支の差引残高は、１，３４０万７，１２３円となってい

る。

介護保険特別会計の歳出は保険給付費が主なもので、保険給付費の総額は９億４，

１６９万７，９７７円。内訳は、介護（介護予防）サービス費が９億５５１万３，

９６３円、高額（高額医療合算）介護サービス費が１，６３６万３，３７８円、特

定入所者介護サービス等費が１，８９６万８，１００円、その他諸費が８５万２，

５３６円である。また、地域支援事業費は３，４２９万７，１２８円である。

要介護認定申請者数は５０３人（延数）で、平成３０年度末での要介護（要支援）

認定者数は、６３４人（実数）であった。内訳は、要支援１（８９人）、要支援２

（７３人）、要介護１（１７３人）、要介護２（９８人）、要介護３（６１人）、要介

護４（８８人）、要介護５（５２人）であった。

保険料については、平成３０年度は１人当たり年額、第１段階２８，０８０円、

第２段階４６，８００円、第３段階４６，８００円、第４段階５６，１６０円、第

５段階６２，４００円、第６段階７４，８８０円、第７段階８１，１２０円、第８

段階９３，６００円、第９段階１０６，０８０円となっている。

平成３０年度末の介護給付費準備基金残高は、１億４，２５３万２，１７５円と

なっている。













平 成 3 0 年 度

歳 入 歳 出 決 算 事 項 別 明 細 書



























































区 分 金 額

  1,023,200,333
円

歳 入 総 額１．

歳 出 総 額２．

歳 入 歳 出 差 引 額３．

４．翌年度へ繰越す
べき財源

実 質 収 支 額５．

実質収支額のうち地方自治法第２３３条の２６．の規定による基金繰入額

  1,009,793,210

     13,407,123

(1) 継続費逓次繰越額

(3) 事故繰越し繰越額

(2) 繰越明許費繰越額

計

     13,407,123

実質収支に関する調書



財 産 に 関 す る 調 書

基 金 （単位：千円）

区 分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

介護給付費準備基金 150,660 △8,128 142,532

計 150,660 △8,128 142,532



平 成 ３０ 年 度

里庄町後期高齢者医療特別会計決算書

歳  入    １６３，９７５，３１３ 円

歳  出    １６３，２１８，２１９ 円

残  高            ７５７，０９４ 円



平成３０年度後期高齢者医療特別会計決算の概要

後期高齢者医療特別会計の歳入総額は１億６，３９７万５，３１３円、歳出総額

は１億６，３２１万８，２１９円で歳入歳出差引残高は７５万７，０９４円となっ

ている。

３月末現在の被保険者数は１，７８８人（うち、障害者は４人）となっている。

後期高齢者医療保険料は１億１，５７９万７，８００円となっており、一般会計

からの繰入金は３，８４７万１，５１９円となっている。また、歳出の後期高齢者

医療広域連合納付金は、１億５，２１０万７，９２２円となっている。













平 成 3 0 年 度

歳 入 歳 出 決 算 事 項 別 明 細 書















区 分 金 額

    163,975,313
円

歳 入 総 額１．

歳 出 総 額２．

歳 入 歳 出 差 引 額３．

４．翌年度へ繰越す
べき財源

実 質 収 支 額５．

実質収支額のうち地方自治法第２３３条の２６．の規定による基金繰入額

    163,218,219

        757,094

(1) 継続費逓次繰越額

(3) 事故繰越し繰越額

(2) 繰越明許費繰越額

計

        757,094

実質収支に関する調書



1



平 成 ３０ 年 度

里庄町営墓地特別会計決算書

歳  入      ３，７４２，５５９ 円

歳  出      ２，５８９，７８７ 円

残  高      １，１５２，７７２ 円



平成３０年度町営墓地特別会計決算の概要

町営墓地特別会計の歳入総額は３７４万２，５５９円、歳出総額は２５８万９，

７８７円で、歳入歳出差引残高は１１５万２，７７２円となっている。

３月末現在の使用区画数は、４㎡が６２区画、５㎡が４０区画、６㎡が６１区画

となっている。

歳入では、町営墓地使用料が１５９万５，０００円、町営墓地管理料が１４万１，

２００円となっている。

歳出では、一般会計への繰出金が１５９万５，０００千円、維持管理委託料が３

５万６，８２０円となっている。













平 成 3 0 年 度

歳 入 歳 出 決 算 事 項 別 明 細 書











区 分 金 額

      3,742,559
円

歳 入 総 額１．

歳 出 総 額２．

歳 入 歳 出 差 引 額３．

４．翌年度へ繰越す
べき財源

実 質 収 支 額５．

実質収支額のうち地方自治法第２３３条の２６．の規定による基金繰入額

      2,589,787

      1,152,772

(1) 継続費逓次繰越額

(3) 事故繰越し繰越額

(2) 繰越明許費繰越額

計

      1,152,772

実質収支に関する調書



1



１．公　有　財　産

　(1)土地及び建物

6合　　　　　計 6,148 6,148 6

山　林　そ　の　他

6その他の施設 6,148 6,148 6

公 園

公 営 住 宅

公共施設

学 校

その他の施設

その他の
行政機関

消 防 施 設

本　　　庁　　　舎

決算年度末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

財　産　に　関　す　る　調　書

区　　　　　分

土　　　　　　　　　地

建　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物

木　造　(延　面　積）

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高



1812 12 18

1812 12 18

決算年度末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

決算年度末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

決算年度中
増 減 高

（単位：㎡）

建　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物

非　木　造　(延　面　積） 延　面　積　計
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